


























































































































 

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 289,825 445,486 

短期借入金 291,670 106,337 

1年内返済予定の長期借入金 69,460 326,780 

リース債務 41,407 46,189 

未払金 241,174 165,554 

未払法人税等 14,565 83,332 

前受収益 148,768 99,411 

通信サービス繰延利益額 1,737 478 

訴訟損失引当金 55,100 76,100 

その他 218,137 285,714 

流動負債合計 1,371,846 1,635,385 

固定負債    

社債 800,000 800,000 

長期借入金 108,310 435,930 

リース債務 168,914 132,388 

その他 104,449 39,371 

固定負債合計 1,181,673 1,407,689 

負債合計 2,553,519 3,043,075 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,032,555 2,048,190 

資本剰余金 396,923 412,557 

利益剰余金 △162,254 719,556 

自己株式 △2,191 △2,191 

株主資本合計 2,265,032 3,178,112 

その他の包括利益累計額    

為替換算調整勘定 221,655 208,229 

その他の包括利益累計額合計 221,655 208,229 

新株予約権 59,433 80,586 

純資産合計 2,546,121 3,466,928 

負債純資産合計 5,099,640 6,510,003 
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

売上高 3,940,730 4,667,674 

売上原価 ※１,※３ 2,113,419 ※１,※３ 2,147,381 

売上総利益 1,827,311 2,520,293 

通信サービス繰延利益繰入額 2,826 654 

通信サービス繰延利益戻入額 48,579 1,912 

差引売上総利益 1,873,063 2,521,551 

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 1,514,760 ※２,※３ 1,798,176 

営業利益 358,302 723,374 

営業外収益    

受取利息 659 385 

受取配当金 6 － 

有価証券利息 107 90 

為替差益 36,529 26,420 

その他 2,554 86 

営業外収益合計 39,857 26,983 

営業外費用    

支払利息 38,536 40,542 

持分法による投資損失 1,595 － 

その他 6,633 402 

営業外費用合計 46,765 40,944 

経常利益 351,394 709,413 

特別利益    

債務免除益 － 8,410 

新株予約権戻入益 253,622 － 

関係会社株式売却益 － 50,438 

特別利益合計 253,622 58,848 

特別損失    

訴訟関連損失 ※４ 82,079 － 

訴訟損失引当金繰入額 55,100 21,000 

本社移転費用 22,202 － 

特別損失合計 159,381 21,000 

税金等調整前当期純利益 445,635 747,262 

法人税、住民税及び事業税 10,875 75,451 

法人税等調整額 149,103 △210,000 

法人税等合計 159,979 △134,548 

少数株主損益調整前当期純利益 285,656 881,810 

当期純利益 285,656 881,810 
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【連結包括利益計算書】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 285,656 881,810 

その他の包括利益    

為替換算調整勘定 △19,436 △13,425 

その他の包括利益合計 ※１ △19,436 ※１ △13,425 

包括利益 266,219 868,384 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 266,219 868,384 
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,030,595 394,963 △447,910 △2,191 1,975,455 

当期変動額          

新株の発行 1,960 1,960     3,920 

当期純利益     285,656   285,656 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）          

当期変動額合計 1,960 1,960 285,656 － 289,576 

当期末残高 2,032,555 396,923 △162,254 △2,191 2,265,032 

 

         

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 純資産合計 
  為替換算調整勘定 その他の包括利益累

計額合計 

当期首残高 241,091 241,091 258,606 2,475,153 

当期変動額        

新株の発行       3,920 

当期純利益       285,656 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） △19,436 △19,436 △199,172 △218,609 

当期変動額合計 △19,436 △19,436 △199,172 70,967 

当期末残高 221,655 221,655 59,433 2,546,121 
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当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,032,555 396,923 △162,254 △2,191 2,265,032 

当期変動額          

新株の発行 15,635 15,634     31,269 

当期純利益     881,810   881,810 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）          

当期変動額合計 15,635 15,634 881,810 － 913,080 

当期末残高 2,048,190 412,557 719,556 △2,191 3,178,112 

 

         

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 純資産合計 
  為替換算調整勘定 その他の包括利益累

計額合計 

当期首残高 221,655 221,655 59,433 2,546,121 

当期変動額        

新株の発行       31,269 

当期純利益       881,810 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） △13,425 △13,425 21,152 7,726 

当期変動額合計 △13,425 △13,425 21,152 920,807 

当期末残高 208,229 208,229 80,586 3,466,928 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 445,635 747,262 

減価償却費 335,252 343,395 

受取利息及び受取配当金 △659 △385 

有価証券利息 △107 △90 

支払利息 38,536 40,542 

本社移転費用 22,202 － 

持分法による投資損益（△は益） 1,595 － 

新株予約権戻入益 △253,622 － 

訴訟関連損失 82,079 － 

関係会社株式売却損益（△は益） － △50,438 

為替差損益（△は益） △40,819 △33,531 

売上債権の増減額（△は増加） △219,130 △341,232 

たな卸資産の増減額（△は増加） 161,324 △125,937 

仕入債務の増減額（△は減少） △95,548 153,425 

未収入金の増減額（△は増加） △32,451 △194,332 

前受収益の増減額（△は減少） △107,618 △49,359 

未払又は未収消費税等の増減額 △31,448 62,028 

通信サービス繰延利益額の増減額（△は減少） △45,752 △1,258 

その他 116,858 △50,237 

小計 376,324 499,850 

利息及び配当金の受取額 767 476 

利息の支払額 △10,973 △13,387 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △4,267 △13,540 

本社移転費用の支出 △9,907 － 

訴訟関連損失の支払額 △82,079 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー 269,864 473,399 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △80,923 △79,846 

無形固定資産の取得による支出 △212,525 △321,357 

定期預金の払戻による収入 80,000 － 

関係会社株式の売却による収入 － 50,438 

敷金及び保証金の差入による支出 △112,501 △3,376 

敷金及び保証金の回収による収入 21,217 304 

貸付金の回収による収入 12,715 － 

その他 313 △10 

投資活動によるキャッシュ・フロー △291,705 △353,849 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △68,330 △185,333 

長期借入れによる収入 200,000 700,000 

長期借入金の返済による支出 △22,230 △115,060 

株式の発行による収入 3,920 29,320 

新株予約権の発行による収入 781 9,453 

リース債務の返済による支出 △66,284 △45,050 

財務活動によるキャッシュ・フロー 47,857 393,331 

現金及び現金同等物に係る換算差額 7,506 5,200 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 33,522 518,082 

現金及び現金同等物の期首残高 2,135,198 2,168,721 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,168,721 ※１ 2,686,804 
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

  連結子会社の数  5社

連結子会社の名称

JCI US Inc.

Contour Networks Inc.

Computer and Communication Technologies Inc.

Arxceo Corporation

コントゥアー・ネットワークス・ジャパン株式会社

 

上記のうち、JCI US Inc.は、当連結会計年度において設立したため、連結の範囲に含んでいます。

 

２．持分法の適用に関する事項 

丸紅無線通信株式会社は、株式売却のため、持分法適用の範囲から除外しています。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

  すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しています。

 

４．会計処理基準に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ  有価証券

 その他有価証券

時価のないもの

  総平均法に基づく原価法

ロ  たな卸資産

  総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下による簿価切下げの方法）

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ  有形固定資産（リース資産を除く）

  建物（附属設備を除く）

  定額法

 その他の有形固定資産

  定率法

  なお、主要な耐用年数は次のとおりです。

建物 10～15年

車両運搬具 ２～６年

工具、器具及び備品 ５～10年

ロ  無形固定資産（リース資産を除く）

  自社利用のソフトウェア

   見込有効期間（５年）に基づく定額法

  その他の無形固定資産

   定額法

 なお、主要な耐用年数は次のとおりです。

商標権 10年

特許権 ８年
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ハ  リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しています。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定率法を採用しています。

 

(3）重要な引当金の計上基準

  イ 貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案して、回収不能見込額を計上しています。

 ロ 訴訟損失引当金

 訴訟に対する損失に備えるため、将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上し

ています。

 

(4）重要な収益及び費用の計上基準

通信時間付モバイルツールであるｂモバイルと機器組込型通信ソリューションの通信電池については、商品

売上額を通信端末部分と通信料部分に合理的に区分することが困難なため、通信端末と通信料とを区別するこ

となく一括で出荷時に売上に計上し、この売上高から通信端末の売上原価を控除して計算される売上総利益金

額を見積利用期間にわたって計上するために、通信サービス繰延利益額に繰り延べる方法によっています。

 

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してい

ます。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上していま

す。

 

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書上の現金同等物は、取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなってい

ます。

 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

 消費税等の会計処理

  税抜方式によっています。

 

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

 前連結会計年度において「特別損失」の「訴訟関連損失」に含めていた「訴訟損失引当金繰入額」は、明瞭

性を高めるため、当連結会計年度から区分掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、

前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っています。

 その結果、前連結会計年度の連結損益計算書において「特別損失」の「訴訟関連損失」に表示していた

137,179千円は、「訴訟関連損失」82,079千円、「訴訟損失引当金繰入額」55,100千円として組み替えていま

す。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書）

 前連結会計年度における「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「訴訟関連損失」は、上記連結損益計算

書に合わせ、当連結会計年度から区分掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連

結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っています。

 この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」の「訴訟関連損失」に表示していた137,179千円は、「訴訟関連損失」82,079千円、「その他」55,100千円

として組み替え、「その他」が61,758千円から116,858千円に変更になりました。
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（連結貸借対照表関係）

１ 偶発債務

  訴訟等

当社は平成22年10月に従業員１名を懲戒解雇しましたが、これに対し、当該元従業員が解雇無効を主張し、当

社に対し労働契約上の権利を有することの確認（及び、これに伴う平成22年12月から支払済みに至るまでの給与

の支払い）を請求しています。

平成24年11月30日の第一審判決では相手方の請求が認容され、平成25年６月20日の控訴審判決では、原判決中の

控訴人敗訴部分のうち本訴請求に関する部分を取消し、東京地方裁判所に差し戻すとの判決が下されました。当社

は、この判決を不服として平成25年７月に申立てを行いましたが、平成26年５月９日、上告棄却及び上告不受理の

決定がありました。これにより、本件訴訟は、東京地方裁判所に差し戻され、普通解雇の有効性について審理され

ています。当社は引き続き、解雇の有効性を主張して争っています。

本件訴訟の結果によっては、当社に損害が発生する可能性はありますが、現時点で偶発債務の総額を合理的に算

出することはできません。

 

 

（連結損益計算書関係）

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれていま

す。

前連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 

  至 平成25年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成26年３月31日） 

24,195千円 98,411千円 

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

 
前連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 
  至 平成25年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成26年３月31日） 

役員報酬 256,588千円 307,538千円 

給与手当 470,490 542,883 

貸倒引当金繰入額 834 1,436 

 

※３ 一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 

  至 平成25年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成26年３月31日） 

94,105千円 99,597千円 

 

※４ 訴訟関連損失の内容は次のとおりです。

前連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

弁護士報酬 82,079千円   －千円

 

 

（連結包括利益計算書関係）

※１  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

為替換算調整勘定：    

当期発生額 △19,436千円 △13,425千円

その他の包括利益合計 △19,436 △13,425
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 1,342,825 735 － 1,343,560

合計 1,342,825 735 － 1,343,560

自己株式        

普通株式 150 － － 150

合計 150 － － 150

 （注）１．普通株式の発行済株式の株式数の増加735株は、新株予約権の行使によるものです。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションとして

の新株予約権
－ － － － － 59,433

合計 － － － － － 59,433

 （注）１．上表の新株予約権は、すべて行使可能なものです。

３．配当に関する事項

   該当する事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 1,343,560 5,470 － 1,349,030

合計 1,343,560 5,470 － 1,349,030

自己株式        

普通株式 150 － － 150

合計 150 － － 150

 （注）１．普通株式の発行済株式の株式数の増加5,470株は、新株予約権の行使によるものです。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションとして

の新株予約権
－ － － － － 80,586

合計 － － － － － 80,586

 （注）１．上表の新株予約権は、すべて行使可能なものです。

３．配当に関する事項

   該当する事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 ※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

現金及び預金勘定 1,968,238千円 2,486,249千円

有価証券勘定

（Money Market Fund）
200,482  200,554 

現金及び現金同等物 2,168,721  2,686,804 

 

  ２ 重要な非資金取引の内容

    ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

新たに計上したファイナンス・リース取引 227,836千円 5,600千円

 

 

（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

(1）所有権移転ファイナンス・リース取引

①  リース資産の内容

有形固定資産

移動体通信事業における設備（工具、器具及び備品）です。

②  リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 （2）重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載のとおりです。

(2）所有権移転外ファイナンス・リース取引

①  リース資産の内容

有形固定資産

移動体通信事業における設備（工具、器具及び備品）です。

②  リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 （2）重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載のとおりです。

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

１年内 104,125 105,532

１年超 337,764 235,984

合計 441,890 341,516
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については、銀行預金もしくは投資適格格付けの流動性の高いＭＭＦ等に限定して

短期の運用を行っています。

(2)金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスクならびにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、取引開始時に信用調

査を行うほか、当社の債権管理規定に従い、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、取引先の状況を定

期的にモニタリングし、財務状態等の悪化による貸倒懸念の早期把握と軽減を図っています。

有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されています。当社グループでは、運用は流動性の高い商品に限定

し、かつ定期的に運用状況を確認しています。

買掛金、未払金はそのほとんどが２カ月以内の支払期日です。

リース債務は固定金利で調達しており、金利変動リスクを回避しています。

社債は固定金利で調達しており、金利変動リスクを回避しています。

(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

  前連結会計年度（平成25年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 1,968,238 1,968,238 －

(2）売掛金 681,893 681,893 －

(3）有価証券 その他有価証券 200,482 200,482 －

(4）未収入金 320,123 320,123 －

 資産計 3,170,738 3,170,738 －

(1）買掛金 289,825 289,825 －

(2）短期借入金 291,670 291,670 －

(3）長期借入金 177,770 177,757 △12

(4）リース債務 210,322 213,956 3,634

(5）未払金 241,174 241,174 －

(6）社債 800,000    

未払社債利息 129,121    

  929,121 952,598 23,477

 負債計 2,139,883 2,166,982 27,099

 

- 70 -

2014/06/30 21:41:54／13953975_日本通信株式会社_有価証券報告書（通常方式）



  当連結会計年度（平成26年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 2,486,249 2,486,249 －

(2）売掛金 1,029,362 1,029,362 －

(3）有価証券 その他有価証券 200,554 200,554 －

(4）未収入金 514,533 514,533 －

 資産計 4,230,700 4,230,700 －

(1）買掛金 445,486 445,486 －

(2）短期借入金 106,337 106,337 －

(3）長期借入金 762,710 762,763 53

(4）リース債務 178,578 181,060 2,482

(5）未払金 165,554 165,554 －

(6）社債 800,000    

未払社債利息 156,994    

  956,994 973,769 16,774

 負債計 2,615,661 2,634,971 19,310

（注） １．金融商品の時価の算定方法 

 資 産

(1) 現金及び預金

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっています。

(2) 売掛金

 売掛金は大部分が短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっています。

(3) 有価証券

 有価証券の時価は、取引金融機関から提示された基準価額によっています。また、保有目的ごとの有価

証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

(4) 未収入金

 未収入金は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっています。

 負 債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(5) 未払金

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっています。

(3) 長期借入金

 長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現

在価値により算定しています。 

 なお、一年以内返済予定の長期借入金を含んでいます。 

(4) リース債務

 リース債務の時価は、元利金の合計額を同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しています。

(6) 社債

 社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在

価値によって算定しています。なお、未払社債利息は流動負債「その他」に含まれています。
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   ２．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 
１年以内 
  (千円）

１年超 
５年以内 
 (千円）

５年超 
10年以内 
 (千円）

10年超 
 (千円）

現金及び預金 1,968,238 － － －

売掛金 673,754 8,139 － －

合計 2,641,993 8,139 － －

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内 
  (千円）

１年超 
５年以内 
 (千円）

５年超 
10年以内 
 (千円）

10年超 
 (千円）

現金及び預金 2,486,249 － － －

売掛金 1,028,782 579 － －

合計 3,515,032 579 － －

 

   ３. 社債、長期借入金、リース債務及びその他有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 291,670 － － － － －

社債 － － 400,000 400,000 － －

長期借入金 69,460 66,680 41,630 － － －

リース債務 41,407 42,172 42,963 42,926 38,476 2,375

合計 402,537 108,852 484,593 442,926 38,476 2,375

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 106,337 － － － － －

社債 － 400,000 400,000 － － －

長期借入金 326,780 308,030 81,200 39,100 7,600 －

リース債務 46,189 46,302 44,134 39,576 2,375 －

合計 479,306 754,332 525,334 78,676 9,975 －
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成25年３月31日）

  種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 － － －

(2）その他 － － －

小計 － － －

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 － － －

(2）その他 200,482 200,482 －

小計 200,482 200,482 －

合計 200,482 200,482 －

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

  種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 － － －

(2）その他 － － －

小計 － － －

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 － － －

(2）その他 200,554 200,554 －

小計 200,554 200,554 －

合計 200,554 200,554 －

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 該当事項はありません。

 

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 期末残高がないため、該当事項はありません。

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 期末残高がないため、該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

 １．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

一般管理費のストックオプション労務費用 53,668 13,647

 

 ２．ストック・オプションに係る当初の資産計上額及び科目名

 
前連結会計年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

現金及び預金 781 9,453

 

 ３．権利不行使による失効により利益として計上した金額

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

新株予約権戻入益 253,622 －

 

 ４．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

  第６回新株予約権 第７回新株予約権 第10回新株予約権

付与対象者の区分及び人数

当社取締役    ７名

当社監査役    ３名

当社従業員    94名

当社子会社従業員 ９名

当社コンサルタント１名

当社取締役    ８名

当社監査役    ２名

当社従業員    86名

当社子会社従業員 16名

当社コンサルタント３名

当社取締役    ６名

当社監査役    ４名

当社従業員    15名

当社子会社従業員 ２名

株式の種類別のストック・

オプションの数

（注１）（注２）

普通株式 13,960株 普通株式 19,985株 普通株式 12,500株

付与日 平成16年３月15日 平成16年８月15日 平成19年８月３日

権利確定条件 （注３） 同左 同左

対象勤務期間 （注３） 同左 同左

権利行使期間
平成16年３月15日から

平成26年３月15日まで

平成16年８月15日から

平成26年８月15日まで

平成19年８月３日から

平成29年８月３日まで
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  第13回新株予約権 第17回新株予約権

付与対象者の区分及び人数

当社取締役    ６名

当社監査役    ４名

当社従業員    17名

当社子会社取締役 ２名

当社子会社従業員 ３名

当社取締役    ５名

当社監査役    ４名

当社従業員    31名

当社子会社従業員 ９名

株式の種類別のストック・

オプションの数

（注１）（注２）

普通株式 16,285株 普通株式 110,105株

付与日 平成22年７月１日 平成25年３月７日

権利確定条件 （注３） （注４）

対象勤務期間 （注３） －

権利行使期間
平成22年７月１日から

平成27年７月１日まで

平成25年３月７日から

平成32年３月７日まで

 

（注）１．株式数に換算して記載しています。なお、平成21年７月１日付の株式分割（１株を５株に分割）に伴

う調整後の株式数を記載しています。 

２．当社は、平成26年２月４日開催の取締役会決議に基づき、平成26年４月１日に株式分割（１株を100株

に分割）を行っています。表中は当該分割前の株式数を記載しています。

３．各新株予約権発行決議に基づき当社と新株予約権付与対象者との間で締結した当社ストックオプショ

ン契約が規定する以下の行使条件に従うものとなっています。

(i) 当社または子会社の役員・従業員として継続して勤務した期間が、一定の起算日から４年に至る

まで１年経過する毎に、一定割合について行使可能となる。

(ⅱ)当社または子会社の役員・従業員を退任・退職した場合、上記により行使可能となった権利につ

いて、役員については退任日から６ヶ月以内、従業員については退職日から30日以内に限り行使

できる。

(ⅲ)新株予約権付与対象者が、当社または子会社の就業規則により解雇された場合等、同契約に定め

る権利喪失事由に該当した場合には、権利行使可能となっているか否かを問わず、当該付与対象

者が保有する全ての新株予約権が消滅する。

(ⅳ)その他、同契約が規定する行使条件

４．① 権利行使の条件 

(i) 新株予約権者は、平成26年３月期乃至平成28年３月期の営業利益（当社の有価証券報告書に記載

される連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合には損益計算書）における営業利

益をいい、以下同様とする。）が下記（a）乃至（c）に掲げる各条件を全て充たした場合にの

み、平成28年３月期に係る有価証券報告書の提出日が属する月の翌月の１日から行使することが

できる。なお、営業利益の判定において、適用される会計基準の変更等により参照すべき営業利

益の概念に重要な変更があった場合には、当社は合理的な範囲内において、別途参照すべき適正

な指標を取締役会にて定めるものとする。 

（a）平成26年３月期の営業利益が６億円を超過すること 

（b）平成27年３月期の営業利益が９億円を超過すること 

（c）平成28年３月期の営業利益が12億円を超過すること 

(ⅱ) (i)に拘らず、新株予約権者は、割当日から平成26年３月６日までに、当社普通株式の株式会社

大阪証券取引所（現 株式会社東京証券取引所）における普通取引終値の１ヶ月間（当日を含む

直近の21営業日をいい、割当日から数えて21営業日を下回る場合には割当日から当日までの営業

日とする。）の平均が一度でも行使価額の50％を下回った場合には、本新株予約権を行使できな

いものとする。 
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② 権利喪失事由 

(i) 新株予約権者は、次の各号のいずれかに該当した場合は、権利行使可能となっているか否かを問

わず、直ちに本新株予約権を全て喪失する。 

（a）禁錮以上の刑に処せられた場合 

（b）当社もしくは子会社の就業規則により解雇された場合、または、解雇に相当する事由があ

り、当社との信頼関係が毀損されたと認められる場合 

（c）当社または子会社に提出した秘密保持誓約書に規定する競業事業に自ら従事し、または、同

競業事業を目的とする会社等の役職員に就任した場合（当社から事前に書面による承諾を得

た場合を除く） 

（d）新株予約権者に不正行為、法令もしくは社内規程等の違反、または、職務上の義務違反もし

くは懈怠があり、当社が新株予約権者に対して新株予約権の喪失を通知した場合 

（e）当社または当社の関連会社に対して損害またはそのおそれをもたらした場合、その他新株予

約権を付与した趣旨に照らし権利行使を認めることが相当でないと当社が認めた場合 

(ⅱ)当社は、新株予約権者が前項の事由に該当するおそれがあると認められる場合、新株予約権者が

前項の事由に該当するか否かを確定するために当社が必要と認める間、新株予約権者が本新株予

約権を喪失するかどうかの判断を留保し、新株予約権者による権利行使を停止することができ

る。 

③ 定年退職 

新株予約権者が定年により当社の取締役、監査役、執行役員または当社もしくは当社子会社の従業

員の地位から退職した場合、退職日までに権利行使が可能となっていた新株予約権は、当社が定める

所定の期間内に限り権利行使することができる。ただし、当社は、何らかの条件を付しまたは付さな

いで、その権利行使期間を新株予約権の行使期間の末日を限度として延長することができる。 

④ 定年前退職 

新株予約権者が当社の取締役、監査役、執行役員または当社もしくは当社子会社の従業員の地位を

喪失した場合（ただし、②及び③に定める場合を除く。以下、「定年前退職」という）、退職日まで

に権利行使が可能となっていた新株予約権は、当社が定める所定の期間内に限り権利行使することが

できる。ただし、当社は、何らかの条件を付しまたは付さないで、その権利行使期間を新株予約権の

行使期間の末日を限度として延長することができる。 

⑤ 相続人による権利行使 

(i) 新株予約権者の相続人は、新株予約権を行使することができる。ただし、新株予約権者が、当社

所定の書面により、相続人による権利行使を希望しない旨を申し出た場合は、この限りでない。 

(ⅱ)新株予約権者の相続人による権利行使方法については、当社所定の手続きに従うものとする。 

⑥ 新株予約権の放棄 

新株予約権者が②に該当し新株予約権を喪失した場合、及び、③もしくは④に該当し権利行使可能

となった新株予約権が各号所定の期間内に行使されない場合、新株予約権者またはその相続人は本新

株予約権を放棄したものとみなす。 

⑦ 新株予約権の行使に関するその他の制限 

(i) 新株予約権の行使によって当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過すること

となるときは、本新株予約権の行使を行うことはできない。 

(ⅱ)各新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。 

(ⅲ)その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結する新株予約権割

当契約に定めるところによる。 
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度（平成26年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しています。

 

① ストック・オプションの数

 
第６回

新株予約権
第７回

新株予約権
第10回

新株予約権
第13回

新株予約権
第17回

新株予約権

権利確定前 （株）          

前連結会計年度末 － － － 3,946 110,105

付与 － － － － －

失効 － － － － 50

権利確定 － － － 3,946 －

未確定残 － － － － 110,055

権利確定後 （株）          

前連結会計年度末 1,785 9,505 9,030 11,809 －

権利確定 － － － 3,946 －

権利行使 1,565 3,245 300 360 －

失効 220 － － － －

未行使残 － 6,260 8,730 15,395 －

（注）１．平成21年７月１日付の株式分割（１株を５株に分割）に伴う調整後の株式数を記載しています。 

２．当社は、平成26年２月４日開催の取締役会決議に基づき、平成26年４月１日に株式分割（１株を100株

に分割）を行っています。表中は当該分割前の株式数を記載しています。

 

② 単価情報 

 
第６回

新株予約権
第７回

新株予約権
第10回

新株予約権
第13回

新株予約権

権利行使価格      （円） 5,334 5,334 4,642 6,310

行使時平均株価     （円） 10,132 11,422 10,657 17,590

公正な評価単価（付与日）（円） － － 2,339 3,465

 

 
第17回

新株予約権

権利行使価格      （円） 5,810

行使時平均株価     （円） －

公正な評価単価（付与日）（円） 93

 

（注）１．平成21年７月１日付の株式分割（１株を５株に分割）に伴う調整後の価格を記載しています。

２．当社は、平成26年２月４日開催の取締役会決議に基づき、平成26年４月１日に株式分割（１株を100株

に分割）を行っています。表中は当該分割前の価格を記載しています。

 

 ５．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

     基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法を採用してい

ます。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成26年３月31日）

繰延税金資産      

繰越欠損金 1,729,656千円   1,587,936千円

前受収益 55,957   34,843

新株予約権 7,229   25,073

固定資産の未実現利益 23,210   17,471

その他 44,480   64,048

繰延税金資産小計 1,860,533   1,729,373

評価性引当額 △1,693,771   △1,351,973

繰延税金資産合計 166,762   377,399

繰延税金負債 －   －

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成26年３月31日）

法定実効税率 38.01％   38.01％

（調整）      

住民税均等割 0.54   0.53

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.56   1.43

子会社清算に伴う繰越欠損金の引継ぎ △7.03   －

評価性引当額の増減 3.90   △58.93

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 －   3.35

持分法投資損失 0.14   －

未実現利益 △0.66   △0.77

その他 0.44   △1.63

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.90   △18.01
 

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日以

後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延

税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異

等については従来の38.01％から35.64％になります。

 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は25,000千円減少し、法人税等
調整額が同額増加しています。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

当社グループは、移動体通信分野の各種サービスを開発・運用し、顧客に販売・提供する事業を行っています。

当社は、国内子会社１社とともに主として国内の顧客に対するサービス提供を行う事業会社としての機能と、グル

ープの戦略決定やグループ全体のバックオフィス業務の一部を担う機能を有しています。一方、米国では、米国子会

社２社が当社の決定した戦略に基づき、主として米国の顧客に対してサービスを提供する機能を有しています。その

他、米国子会社２社は、米国事業の統括及びグループ全体にかかわる研究開発活動などの本社機能の一部を有してい

ます。

当社の報告セグメントは各社の事業拠点を基礎とし、当社及び国内子会社１社を「日本事業」、米国子会社２社を

「米国事業」とした上で、当社の一部費用及び米国子会社２社の費用を全社費用としています。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一です。

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。

セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格に基づいています。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）

      （単位：千円） 

  日本事業 米国事業 計 

売上高      

外部顧客への売上高 3,635,531 305,198 3,940,730 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － 

計 3,635,531 305,198 3,940,730 

セグメント利益又は損失（△） 1,129,557 △26,707 1,102,849 

セグメント資産 4,559,842 185,942 4,745,784 

その他の項目      

減価償却費 316,130 15,176 331,306 

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 568,944 17,636 586,580 

 

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

      （単位：千円） 

  日本事業 米国事業 計 

売上高      

外部顧客への売上高 4,305,815 361,858 4,667,674 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － 

計 4,305,815 361,858 4,667,674 

セグメント利益又は損失（△） 1,724,166 △61,573 1,662,593 

セグメント資産 5,812,456 184,109 5,996,566 

その他の項目      

減価償却費 294,736 3,926 298,662 

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 228,174 16,552 244,726 
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４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 
（単位：千円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 3,940,730 4,667,674

セグメント間取引消去 － －

連結財務諸表の売上高 3,940,730 4,667,674

 
（単位：千円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 1,102,849 1,662,593

全社費用（注） △767,981 △967,367

調整額（セグメント間取引消去等） 23,433 28,148

連結財務諸表の営業利益 358,302 723,374

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費です。

（単位：千円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 4,745,784 5,996,566

全社資産（注） 353,856 513,437

連結財務諸表の資産合計 5,099,640 6,510,003

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない金融資産です。

（単位：千円）

その他の項目

報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

前連結会計
年度

当連結会計
年度

前連結会計
年度

当連結会計
年度

前連結会計
年度

当連結会計
年度

減価償却費 331,306 298,662 3,945 44,732 335,252 343,395

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額

586,580 244,726 49,797 123,854 636,377 368,581
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【関連情報】

前連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しています。 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：千円）
 

日本 米国 合計

3,635,531 305,198 3,940,730

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しています。

 

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しています。 

 

３．主要な顧客ごとの情報

売上高の認識において未提供の役務部分を商品群ごとに計算して前受収益を認識しておりますが、当社の経営管

理は出荷基準による売上高を指標としていること、さらには、前受収益が販売先ごとに計算されていないため、記

載を省略しています。

なお、主要な顧客の売上に関する情報は、「第2 事業の概況 2 生産、受注及び販売の状況」をご参照くださ

い。

 

当連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しています。 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：千円）
 

日本 米国 合計

4,305,815 361,858 4,667,674

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しています。

 

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しています。 

 

３．主要な顧客ごとの情報

売上高の認識において未提供の役務部分を商品群ごとに計算して前受収益を認識しておりますが、当社の経営管

理は出荷基準による売上高を指標としていること、さらには、前受収益が販売先ごとに計算されていないため、記

載を省略しています。

なお、主要な顧客の売上に関する情報は、「第2 事業の概況 2 生産、受注及び販売の状況」をご参照くださ

い。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

種類 会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容 取引金額 
（千円） 

科目 期末残高 
（千円） 

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社（当
該会社の
子会社を
含む） 
 

バーナー
ド・ヴィ・
アンド・テ
レーザ・エ
ス・ヴォン
ダーシュミ
ット・ジョ
イント・ト
ラスト・デ
ィーティー
ディー ジ
ャニュアリ
ー4．1996 
(Bernard V. 
and Theresa 
S. Vonder 
schmitt 
Joint Trust 
DTD 
1996/1/4) 
(注１) 

510 

Mendel 

Lane 

Jasper 

Indiana 

47546 USA 

 

－ 
 

信託事業 
 

（被所有） 
 直接 8.11 

新株予約権
付社債権者 
  
役員の兼任 
 

新株予約権
付社債の割
当 

－ 社債 
(注２) 
(注３) 

800,000 

  利息の支払 
(注２) 
(注３) 

27,061 未払費用 129,121 

（注）１．当社の社外取締役であり、当社の代表取締役社長の実姉であるテレーザ・エス・ヴォンダーシュミット氏が保有するジョイント・

トラストです。 
２．社債発行条件は市場金利を勘案して決定しており、担保は提供していません。当初償還期限平成22年12月21日（平成22年９月27日

付の変更契約により平成27年12月21日）、期日一括返済、当初転換価額125,000円（平成21年７月１日付の株式分割（１株を５株に

分割）に伴う調整により25,000円）の新株予約権付社債です。 
３．社債発行条件は市場金利を勘案して決定しており、担保は提供していません。当初償還期限平成23年５月27日（平成22年９月27日

付の変更契約により平成28年５月27日）、期日一括返済、当初転換価額200,000円（平成21年７月１日付の株式分割（１株を５株に

分割）に伴う調整により40,000円）の新株予約権付社債です。 
 

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

種類 会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容 取引金額 
（千円） 

科目 期末残高 
（千円） 

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社（当
該会社の
子会社を
含む） 

ヴォンダー
シュミッ
ト・ジョイ
ント・トラ
スト 
(Vonder 
schmitt 
Joint 
Trust) 
(注１) 
(注４) 

510 

Mendel 

Lane 

Jasper 

Indiana 

47546 USA 

－ 信託事業 （被所有） 
 直接 8.08 

新株予約権
付社債権者 
  
役員の兼任 

新株予約権
付社債の割
当 

－ 社債 
(注２) 
(注３) 

800,000 

  利息の支払 
(注２) 
(注３) 

27,873 未払費用 156,994 

役員 三田 聖二 － － 当社代表取
締役 

（被所有） 
 直接 1.17 
（被所有） 
 間接12.95 

ストック・
オプション
の行使 

ストック・
オプション
の行使 
(注５) 

11,974 － － 

（注）１．当社の社外取締役であり、当社の代表取締役社長の実姉であるテレーザ・エス・ヴォンダーシュミット氏が保有するジョイント・

トラストです。 
２．社債発行条件は市場金利を勘案して決定しており、担保は提供していません。当初、償還期限平成22年12月21日（平成22年９月27

日付の変更契約により平成27年12月21日）、期日一括返済、当初転換価額125,000円（平成21年７月１日付の株式分割（１株を５株

に分割）に伴う調整により25,000円、平成26年４月１日付の株式分割（１株を100株に分割）に伴う調整により250円）の新株予約

権付社債です。 
３．社債発行条件は市場金利を勘案して決定しており、担保は提供していません。当初、償還期限平成23年５月27日（平成22年９月27

日付の変更契約により平成28年５月27日）、期日一括返済、当初転換価額200,000円（平成21年７月１日付の株式分割（１株を５株

に分割）に伴う調整により40,000円、平成26年４月１日付の株式分割（１株を100株に分割）に伴う調整により400円）の新株予約

権付社債です。 
４．バーナード・ヴィ・アンド・テレーザ・エス・ヴォンダーシュミット・ジョイント・トラスト・ディーティーディー ジャニュア

リー4．1996は、ヴォンダーシュミット・ジョイント・トラストに社名変更しています。 
５．ストック・オプションの行使については、平成15年６月27日開催の定時株主総会及び平成16年６月29開催の定時株主総会決議によ

り付与されたストック・オプションの当連結会計年度における権利行使を記載しています。なお、取引金額は当連結会計年度にお

けるストック・オプションの権利行使による付与株式数に、払込金額を乗じた金額を記載しています。 
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(イ）連結財務諸表提出会社の関連会社等 

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

種類 会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者と
の関係 

取引の内容 取引金額 
（千円） 

科目 期末残高 
（千円） 

関連会社 
丸紅無線通
信株式会社 東京都港区 15,000 

携帯電話網
を利用した
無線データ
通信サービ
スのＭＶＮ
Ｏ事業 

（所有） 
  直接  40.0 

データ通信
サービスに
関する提携 
役員の兼任 

商品の販売
及び役務の
提供 

413,689 売掛金 145,393 

 

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

種類 会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者と
の関係 

取引の内容 取引金額 
（千円） 

科目 期末残高 
（千円） 

関連会社 
丸紅無線通
信株式会社 

東京都港区 15,000 

携帯電話網
を利用した
無線データ
通信サービ
スのＭＶＮ
Ｏ事業 

─── 

データ通信
サービスに
関する提携 
役員の兼任 

商品の販売
及び役務の
提供 

477,483 ── ── 

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 
・取引価格は市場価格を参考に決定しています。 

２．当社の関連会社として持分法の適用対象となっていましたが、平成26年３月31日、当社が保有する同社株式を全て譲渡したため、

関連当事者ではなくなりました。なお、取引金額は平成26年２月までの取引を記載しています。 
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

１株当たり純資産額 18.51円 25.10円

１株当たり当期純利益金額 2.12円 6.55円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 2.11円 6.33円

（注）１．当社は平成26年４月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っています。これに伴い、１株

当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算出しています。

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

す。

項目

前連結会計年度

（自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日）

(1)１株当たり当期純利益金額    

損益計算書上の当期純利益（千円） 285,656 881,810

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 285,656 881,810

普通株式の期中平均株式数（株） 134,313,488 134,521,049

(2）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（千円） － 8,694

普通株式増加数（株） 538,549 6,022,233

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要

ストックオプションで次の決議

日のもの

取締役会決議日

平成25年２月４日

普通株式 11,010,500株

新株予約権付社債で次の決議日

のもの

取締役会決議日

平成19年12月６日

普通株式  1,600,000株

平成20年５月12日

普通株式  1,000,000株

なお、以下は当連結会計年度

において、付与者からの権利放

棄等により消滅しています。

ストックオプションで次の決議

日のもの

株主総会決議日

 平成17年６月29日

普通株式     0株

取締役会決議日

平成20年５月16日

普通株式     0株

平成21年５月14日及び25日

普通株式     0株

平成23年５月12日

普通株式     0株

平成23年６月21日

普通株式     0株

新株予約権付社債で次の決議日

のもの

取締役会決議日

平成20年５月12日

普通株式  1,000,000株
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（重要な後発事象）

 

（単元株制度の採用及び株式分割）

 当社は、平成25年６月25日開催の第17回定時株主総会決議及び平成26年２月４日開催の取締役会決議に基づき、平成

26年４月１日をもって、100株を１単元とする単元株制度を採用するとともに、１株を100株に分割する株式分割を行い

ました。これにより、平成26年４月１日をもって、発行可能株式総数は435,000,000株、発行済株式の総数は

134,903,000株となっています。また、単元株制度の採用及び株式分割による、実質的な投資単位の変更はありませ

ん。

 なお、１株当たり情報に及ぼす影響については「１株当たり情報」に記載しています。

 

（子会社の設立）

 当社は、平成26年５月７日に次のとおり子会社を設立しました。

（１）設立の目的

 当社は日本におけるＭＶＮＯ市場が成長期に入ったことを見定め、今後さらに等比級数的に成長することが見込 

まれるＭＶＮＯ市場への対応力を強化するため、当社が展開する事業における受注・出荷・回線開通等のオペレー 

ション業務等を担う新会社を設立しました。

（２）子会社の概要

①名称        クルーシステム株式会社

②本店所在地     東京都港区虎ノ門四丁目１番28号

③代表者       代表取締役社長 片山 美紀

④事業内容      電気通信事業にかかるオペレーション業務の受託

⑤資本金       150百万円

⑥出資比率      当社100％

 

（新株予約権付社債（第三者割当）にかかる新株予約権の全部行使）

 平成19年12月６日取締役会決議により発行した新株予約権付社債（以下、「第１回債」という）及び平成20年５月12

日取締役会決議により発行した新株予約権付社債（以下、「第２回債」といい、第１回債と併せて以下、「本社債」と

総称する）にかかる新株予約権は、平成26年６月６日に全て行使され、本社債は消滅しました。

 この権利行使の概要は次のとおりです。

新株予約権付社債の名称 第1回債 第2回債

新株予約権付社債の発行日 平成19年12月21日 平成20年5月27日

新株予約権付社債の総額 4億円 4億円

新株予約権の行使個数 3,200個 2,000個

新株予約権の行使価額（注） 250円 400円

発行総額 484,176千円 478,013千円

交付株式数 1,936,706株 1,195,033株

 この権利行使により社債が800,000千円、未払利息が162,190千円減少し、資本金及び資本準備金がそれぞれ481,095

千円増加しています。

 また、第２位の大株主（総株主の議決権の数に対する割合8.07％）であったヴォンダーシュミット・ジョイント・ト

ラスト（当社社外取締役であるヴォンダーシュミット氏が保有するジョイント・トラスト）は、この権利行使により、

主要株主（同10.03％）となりました。

 

（注）平成21年７月１日付株式分割（１株を５株に分割）および平成26年４月１日付株式分割（１株を100株に分割）

による調整後の価額です。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日 
当期首残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

    平成年月日         平成年月日 

日本通信㈱ 

第１回無担保
転換社債型 
新株予約権付
社債 
（注1.2.3） 

19.12.21 400,000 
 

400,000 
 

3.0 なし 27.12.21 

    平成年月日         平成年月日 

日本通信㈱ 

第２回無担保
転換社債型 
新株予約権付
社債 
（注1.2.3） 

20. 5.27 400,000 400,000 3.0 なし 28. 5.27 

合計 － － 800,000 800,000 － － － 

(注）１．各社債の償還期限（第１回は当初平成22年12月21日、第２回は当初平成23年５月27日）を５年間延長し、こ

れに伴い、各新株予約権の行使期間を５年間延長しています。

   ２．新株予約権付社債に関する記載は次のとおりです。

銘柄 第１回 第２回

発行すべき株式 普通株式 普通株式

新株予約権の発行価額（円） 無償 無償

株式の発行価格（円） 250 400

発行価額の総額（千円） 400,000 400,000

新株予約権の行使により発行した株式の発行価
額の総額（千円）

－ －

新株予約権の付与割合（％） 100 100

新株予約権の行使期間
自 平成19年12月21日
至 平成27年12月20日

自 平成20年５月27日
至 平成28年５月26日

 （注）１．本新株予約権の行使に際しては当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社

債の価額は、当該本社債の払込金額と同額とします。

 （注）２．平成21年７月１日付の株式分割（１株を５株に分割）及び平成26年４月１日付の株式分割（１

株を100株に分割）に伴い、株式の発行価格を調整しています。 

   ３．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりです。

１年以内
（千円）

１年超２年以
内

（千円）

２年超３年以
内

（千円）

３年超４年以
内

（千円）

４年超５年以
内

（千円）

－ 400,000 400,000 － －
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 291,670 106,337 0.60 －

１年以内に返済予定の長期借入金 69,460 326,780 0.94 －

１年以内に返済予定のリース債務 41,407 46,189 － －

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
108,310 435,930 0.94 平成30年

リース債務（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
168,914 132,388 － 平成28年～30年

その他有利子負債        

 割賦未払金（１年以内返済） 48,052 48,972 1.90 －

 割賦未払金（１年超） 82,141 33,168 1.90 平成27年

合計 809,955 1,129,766 － －

（注）１．平均利率については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しています。

２．リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸借対

照表に計上しているものが含まれているため、平均利率を記載していません。

３．長期借入金、リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）及びその他有利子負債（１年超）の連結決

算日後５年間の返済予定額は以下のとおりです。

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 308,030 81,200 39,100 7,600

リース債務 46,302 44,134 39,576 2,375

その他有利子負債 33,168 － － －

 

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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（２）【その他】

① 当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 1,046,925 2,061,492 3,120,588 4,667,674

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（千円）
85,011 180,651 356,074 747,262

四半期（当期）純利益金額

（千円）
78,616 162,556 416,179 881,810

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
0.58 1.20 3.09 6.55

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
0.58 0.62 1.88 3.45

（注）平成26年４月１日付で、１株を100株に分割する株式分割を行っていますが、当該株式分割が当連結会計年度の期

首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報を記載しています。

 

② 訴訟

  （ⅰ）当社は平成24年４月19日、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ（現 ＮＴＴドコモ）に対し、当社が同社との

合意（以下、「本件合意」という）に基づく接続料金を支払う地位にあることの確認を求めるとともに、同社が

本件合意に基づく接続約款を届け出ること、および、当社が同社に支払った接続料金と本件合意に基づく接続料

金の差額に相当する金額を債務不履行（合意違反）に基づく損害賠償として請求する訴訟を提起しました。

 そもそも、同社との相互接続は、同社との交渉が一向に進展しないため当社が平成19年に総務大臣裁定を申請

し、裁定で当社の主張が認められたことを受けて同社と接続料金の算定式について合意し、平成20年８月に実現

したものです。

 同社の接続料金は、相互接続の初年度および次年度（平成20年度および平成21年度）は本件合意に基づいたも

のでしたが、３年目にあたる平成22年度（平成22年４月から平成23年３月まで）の接続料金は、本件合意とは異

なる独自の算定式に基づいて算出されていることが判明しました。

 当社は直ちに同社に抗議し、協議を重ねてきましたが、同社は、平成24年４月13日、この問題が解決していな

いにもかかわらず、平成23年度の接続料金についても本件合意とは異なる独自の算定式で算出し、約款として届

出、公表しました。当社としては、この事態を容認することはできず、訴訟に踏み切ったものです。

 なお、当社は、平成25年12月に地位確認等の請求を取下げ、損害賠償請求のみとしましたが、これは、民事訴

訟において一般的な請求内容に絞ることで、本件についてより実質的な審理が行われることを企図したものであ

り、本件について全面的に争う方針に変わりはありません。 

 この合意違反で増加する接続料金はそれほど大きい金額ではありませんが、今回の合意違反を許してしまえ

ば、以後はなし崩し的にドコモに接続料金を決められてしまうことは明白です。そのような事態となれば、ＭＶ

ＮＯビジネスの存続に関わりますので、当社としては、このような優越的地位の濫用を断固として阻止すべく、

司法の場で争っています。本件訴訟は、引き続き、東京地方裁判所で審理されています。

 

  （ⅱ）当社は平成22年10月に人員削減を伴う事業再構築を実施しましたが、これに対し、当社の元従業員３名が解雇

無効を主張し、当社に対し労働契約上の権利を有することの確認（及び、これに伴う平成22年12月から支払済み

に至るまでの給与の支払い）を請求しています。

 平成24年２月29日の第一審判決に続き、平成25年３月21日の控訴審判決においても、相手方の請求が認容され

ましたが、当社は、平成25年４月３日に上告の提起及び上告受理の申立を行い、引き続き、整理解雇の有効性を

主張して争っています。
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  （ⅲ）当社は平成22年10月に従業員１名を懲戒解雇しましたが、これに対し、当該元従業員が解雇無効を主張し、当

社に対し労働契約上の権利を有することの確認（及び、これに伴う平成22年12月から支払済みに至るまでの給与

の支払い）を請求しています。

 平成24年11月30日の第一審判決では相手方の請求が認容され、平成25年６月20日の控訴審判決では、原判決中

の控訴人敗訴部分のうち本訴請求に関する部分を取消し、東京地方裁判所に差し戻すとの判決が下されました。

当社は、この判決を不服として平成25年７月に申立てを行いましたが、平成26年５月９日、上告棄却及び上告不

受理の決定がありました。これにより、本件訴訟は、東京地方裁判所に差し戻され、普通解雇の有効性について

審理されています。当社は引き続き、解雇の有効性を主張して争っています。

 

  （ⅳ）当社は、平成23年の初頭、ZTE Corporation（以下、同社の子会社であるZTE ジャパン株式会社を含め、「Ｚ

ＴＥ」という）から、７インチディスプレイのタブレット端末(商品名「Light Tab」、以下、「本件製品」とい

う)15,000台を購入し、同年３月に販売を開始しました。

 しかし、販売直後から、本件製品には、引渡し時点では判明しなかった多くの致命的な欠陥ないし不具合が存

在することが発覚しました。

 当社は、ＺＴＥに対し、再三にわたり、修理ないし修正を要求しましたが、ＺＴＥはこれを拒絶し、何ら対応

を行なわなかったため、平成24年４月、当社はやむなく本件製品の販売を中止しました。

 当社はその後もＺＴＥへの働きかけを継続しましたが、販売中止から1年近く経過してもＺＴＥが何ら対応を

行わなかったため、平成25年３月19日、ＺＴＥの債務不履行（本件製品の修理義務違反）に基づく損害の賠償を

請求する訴訟を提起しました。本件訴訟は、引き続き、東京地方裁判所で審理されています。

 

  （ⅴ）平成25年11月29日、加賀ハイテック株式会社（以下、「加賀ハイテック」という）から、当社が平成20年８月

に同社に販売したb-mobile 3G（以下、「本件製品」という）について、通信機能を有していない不良品である

として、債務不履行解除により、買受代金相当額の返還を請求する訴訟が提起されました。

 そもそも、当社は、平成20年８月に本件製品２万台を同社に販売しましたが、同社は、２万台のうち平成20年

12月31日現在の在庫である14,004台を当社が引き取るべきであるとして、平成21年６月、売買契約の解除および

これに伴う買受代金相当額の返還を請求する訴訟を提起しました。この訴訟（以下、「前訴訟」という）は、平

成24年８月の上告棄却により同社の敗訴が確定しています。

 同社は、前訴訟の敗訴確定を受け、平成24年10月以降、本件製品の在庫を販売したところ、通信ができないこ

とが判明したとして、本件訴訟が提起されたものです。

 しかし、もともと、本件製品の通信機能には全く問題はありません。ただ、前訴訟が３年以上の長期に及んだ

ことから、当社は使用される見込みのない電話番号を返却する措置をとっており、当該在庫について、現在、そ

のままでは通信ができない状態となっています。

 当社は、同社に本件製品を販売した時点で本件製品の通信機能に問題はなく、当社に債務不履行のないことを

主張して争っています。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

    (単位：千円) 

  前事業年度 
(平成25年３月31日) 

当事業年度 
(平成26年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,914,647 2,349,356 

売掛金 ※１ 614,009 967,916 

有価証券 200,482 200,554 

商品 273,702 409,761 

貯蔵品 10,109 56 

未収入金 ※１ 314,005 ※１ 522,531 

前払費用 21,616 21,328 

短期貸付金 ※１ 113,359 ※１ 137,756 

繰延税金資産 160,000 370,000 

その他 247,184 324,574 

貸倒引当金 △14,728 △15,720 

流動資産合計 3,854,388 5,288,115 

固定資産    

有形固定資産    

建物 145,992 130,436 

車両運搬具 191 153 

工具、器具及び備品 72,899 71,461 

移動端末機器 71 － 

リース資産 209,961 142,530 

有形固定資産合計 429,116 344,581 

無形固定資産    

商標権 2,708 2,221 

特許権 172 15 

電話加入権 1,345 1,345 

ソフトウエア 552,151 556,876 

ソフトウエア仮勘定 84,792 93,666 

無形固定資産合計 641,170 654,124 

投資その他の資産    

関係会社株式 1,161,853 1,199,173 

長期貸付金 ※１ 131,075 ※１ 201,607 

敷金及び保証金 127,965 126,653 

その他 10,552 10,542 

投資損失引当金 － △1,199,173 

投資その他の資産合計 1,431,446 338,804 

固定資産合計 2,501,733 1,337,509 

資産合計 6,356,122 6,625,625 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 264,411 416,585 

短期借入金 ※１ 311,670 106,337 

1年内返済予定の長期借入金 69,460 326,780 

リース債務 41,407 42,172 

未払金 ※１ 240,016 ※１ 158,182 

未払費用 169,225 176,846 

未払法人税等 14,387 83,152 

前受収益 147,217 97,765 

通信サービス繰延利益額 1,737 478 

預り金 24,293 24,419 

訴訟損失引当金 55,100 76,100 

その他 233 57,400 

流動負債合計 1,339,160 1,566,222 

固定負債    

社債 800,000 800,000 

長期借入金 108,310 435,930 

リース債務 168,914 126,741 

長期未払金 82,141 33,168 

固定負債合計 1,159,365 1,395,840 

負債合計 2,498,526 2,962,062 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,032,555 2,048,190 

資本剰余金    

資本準備金 396,923 412,557 

資本剰余金合計 396,923 412,557 

利益剰余金    

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金 1,370,875 1,124,420 

利益剰余金合計 1,370,875 1,124,420 

自己株式 △2,191 △2,191 

株主資本合計 3,798,162 3,582,976 

新株予約権 59,433 80,586 

純資産合計 3,857,596 3,663,562 

負債純資産合計 6,356,122 6,625,625 
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②【損益計算書】

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

売上高 ※１ 3,638,073 ※１ 4,303,316 

売上原価 1,858,443 1,856,550 

売上総利益 1,779,629 2,446,765 

通信サービス繰延利益繰入額 2,826 654 

通信サービス繰延利益戻入額 48,579 1,912 

差引売上総利益 1,825,381 2,448,023 

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 1,421,733 ※１,※２ 1,617,357 

営業利益 403,647 830,666 

営業外収益    

受取利息 ※１ 966 ※１ 1,241 

有価証券利息 107 90 

為替差益 11,929 9,060 

その他 ※１ 4,760 ※１ 1,669 

営業外収益合計 17,764 12,062 

営業外費用    

支払利息 ※１ 38,619 ※１ 40,193 

その他 10,231 1,985 

営業外費用合計 48,850 42,179 

経常利益 372,561 800,550 

特別利益    

新株予約権戻入益 253,622 － 

関係会社株式売却益 － 38,438 

特別利益合計 253,622 38,438 

特別損失    

投資損失引当金繰入額 － 1,199,173 

訴訟関連損失 ※３ 82,079 － 

訴訟損失引当金繰入額 55,100 21,000 

本社移転費用 22,202 － 

特別損失合計 159,381 1,220,173 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 466,801 △381,185 

法人税、住民税及び事業税 10,616 75,270 

法人税等調整額 150,000 △210,000 

法人税等合計 160,616 △134,729 

当期純利益又は当期純損失（△） 306,185 △246,455 
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【売上原価明細書】

   
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ 期首棚卸高   449,288     329,156    

Ⅱ 当期商品仕入高   137,872     357,668    

Ⅲ 他勘定振替高 ※１ 1,350     544    

Ⅳ 期末棚卸高   329,156 256,653 13.8 565,031 121,248 6.5

Ⅴ 通信回線料金等     26,604 1.4   15,390 0.8

Ⅵ データサービス原価     990,267 53.3   1,111,953 59.9

Ⅶ その他の経費 ※２   584,918 31.5   607,958 32.8

売上原価     1,858,443 100.0   1,856,550 100.0

原価計算の方法

 原価計算の方法は、個別原価計算によっています。

 

 （注）※１. 他勘定振替高の内訳は次のとおりです。                     （単位：千円）

項目 前事業年度 当事業年度

消耗品勘定等への振替 1,350 544

計 1,350 544

    ※２. その他の経費の内訳は次のとおりです。                     （単位：千円）

項目 前事業年度 当事業年度

減価償却費 311,409 269,999

移動端末機器償却費 220 71

業務委託料 － 100

外注委託費 33,316 －

その他 239,972 337,787

計 584,918 607,958
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

            （単位：千円） 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計   

資本準備金 
資本剰余金合
計 

その他利益剰
余金 

利益剰余金合
計 

  
繰越利益剰余
金 

当期首残高 2,030,595 394,963 394,963 1,064,690 1,064,690 △2,191 3,488,056 

当期変動額               

新株の発行 1,960 1,960 1,960       3,920 

当期純利益       306,185 306,185   306,185 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）               

当期変動額合計 1,960 1,960 1,960 306,185 306,185 － 310,106 

当期末残高 2,032,555 396,923 396,923 1,370,875 1,370,875 △2,191 3,798,162 

 

      

  新株予約権 純資産合計 

当期首残高 258,606 3,746,662 

当期変動額     

新株の発行   3,920 

当期純利益   306,185 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 

△199,172 △199,172 

当期変動額合計 △199,172 110,933 

当期末残高 59,433 3,857,596 
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当事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

            （単位：千円） 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計   

資本準備金 資本剰余金合
計 

その他利益剰
余金 

利益剰余金合
計 

  
繰越利益剰余
金 

当期首残高 2,032,555 396,923 396,923 1,370,875 1,370,875 △2,191 3,798,162 

当期変動額               

新株の発行 15,635 15,634 15,634       31,269 

当期純損失（△）       △246,455 △246,455   △246,455 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）               

当期変動額合計 15,635 15,634 15,634 △246,455 △246,455 － △215,185 

当期末残高 2,048,190 412,557 412,557 1,124,420 1,124,420 △2,191 3,582,976 

 

      

  新株予約権 純資産合計 

当期首残高 59,433 3,857,596 

当期変動額     

新株の発行   31,269 

当期純損失（△）   △246,455 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 21,152 21,152 

当期変動額合計 21,152 △194,033 

当期末残高 80,586 3,663,562 
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

    総平均法に基づく原価法

その他有価証券

   時価のないもの

    総平均法に基づく原価法

 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

    総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下による簿価切下げの方法）

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

建物（附属設備を除く）

 定額法

その他の有形固定資産

 定率法

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

  自社利用のソフトウェア

   見込有効期間（５年）に基づく定額法

  その他の無形固定資産

   定額法

(3) リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しています。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定率法を採用しています。

 

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒れ実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。

(2) 訴訟損失引当金

 訴訟に対する損失に備えるため、将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上して

います。

(3) 投資損失引当金

 子会社への投資にかかる損失に備えるため、当該会社の財政状態および回収可能性を勘案して、必要と認めら

れる額を計上しています。

 

４．収益及び費用の計上基準

   通信時間付モバイルツールであるｂモバイルと機器組込型通信ソリューションの通信電池については、商品売上

額を通信端末部分と通信料部分に合理的に区分することが困難なため、通信端末と通信料とを区別することなく一

括で出荷時に売上に計上し、この売上高から通信端末の売上原価を控除して計算される売上総利益金額を見積利用

期間にわたって計上するために、通信サービス繰延利益額に繰り延べる方法によっています。

 

５．その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

 税抜方式によっています。
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（表示方法の変更）

１．貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財

務諸表等規則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しています。

 また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の

注記に変更しています。

２．以下の事項について、記載を省略しています。

・財務諸表等規則第80条に定めるたな卸資産の帳簿価額の切下額の区分掲記については、同条第３項により、

記載を省略しています。

・財務諸表等規則第26条に定める減価償却累計額を直接控除した場合の注記については、同条第２項により、

記載を省略しています。

・財務諸表等規則第86条に定める研究開発費の注記については、同条第２項により、記載を省略しています。

・財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載を省略してい

ます。

・財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省略し

ています。

・財務諸表等規則第68条の４に定める１株当たり純資産額の注記については、同条第３項により、記載を省略

しています。

・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純損益金額に関する注記については、同条第３項に

より、記載を省略しています。

・財務諸表等規則第95条の５の３に定める潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に関する注記について

は、同条第４項により、記載を省略しています。

・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略

しています。
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（貸借対照表関係）

※１ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

短期金銭債権 259,553千円 145,754千円

長期金銭債権 131,075 201,607

短期金銭債務 25,205 5,307

 

２ 偶発債務

  訴訟等

当社は平成22年10月に従業員１名を懲戒解雇しましたが、これに対し、当該元従業員が解雇無効を主張し、当

社に対し労働契約上の権利を有することの確認（及び、これに伴う平成22年12月から支払済みに至るまでの給与

の支払い）を請求しています。

平成24年11月30日の第一審判決では相手方の請求が認容され、平成25年６月20日の控訴審判決では、原判決中

の控訴人敗訴部分のうち本訴請求に関する部分を取消し、東京地方裁判所に差し戻すとの判決が下されました。

当社は、この判決を不服として平成25年７月に申立てを行いましたが、平成26年５月９日、上告棄却及び上告不

受理の決定がありました。これにより、本件訴訟は、東京地方裁判所に差し戻され、普通解雇の有効性について

審理されています。当社は引き続き、解雇の有効性を主張して争っています。

本件訴訟の結果によっては、当社に損害が発生する可能性はありますが、現時点で偶発債務の総額を合理的に算

出することはできません。

 

 

（損益計算書関係）

※１ 関係会社との取引高

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

営業取引による取引高    

 売上高 413,689千円 477,483千円

 営業費用 27,491 38,526

営業取引以外の取引による取引高 131,664 127,509

 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度64％、当事業年度61％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度36％、当事業年度39％です。

 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

 
前事業年度 

（自 平成24年４月１日 
  至 平成25年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成26年３月31日） 

販売代理店手数料 172,375千円 173,926千円 

役員報酬 256,588 307,538 

給与手当 393,126 428,657 

減価償却費 23,935 39,542 

貸倒引当金繰入額 141 1,436 

 

※３ 訴訟関連損失の内容は次のとおりです。

前事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

弁護士報酬 82,079千円   －千円
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（有価証券関係）

 子会社株式及び関連会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式1,199,173千円、前事業年度の貸借対照表

計上額は子会社株式1,149,853千円、関連会社株式12,000千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、記載していません。

 

 

（税効果会計関係）

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成26年３月31日）

繰延税金資産      

繰越欠損金 946,210千円   675,714千円

関係会社株式評価損 391,240   391,240

投資損失引当金 －   427,385

前受収益 55,957   34,843

新株予約権 7,229   25,073

貸倒引当金 5,598   5,602

その他 36,639   73,263

繰延税金資産小計 1,442,875   1,633,124

評価性引当額 △1,282,875   △1,263,124

繰延税金資産合計 160,000   370,000

繰延税金負債 －   －

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成26年３月31日）

法定実効税率 38.01％   －％

（調整）      

住民税均等割 0.47   －

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.48   －

子会社清算に伴う繰越欠損金の引継ぎ △6.72   －

評価性引当額の増減 2.32   －

その他 △0.16   －

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.41   －

（注）当事業年度は税引前当期純損失であったため、内訳の開示は省略しています。

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日以

後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金

負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等につい

ては従来の38.01％から35.64％になります。

 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は25,000千円減少し、法人税等

調整額が同額増加しています。

 

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（重要な後発事象）

 

（単元株制度の採用及び株式分割）

 当社は、平成25年６月25日開催の第17回定時株主総会決議及び平成26年２月４日開催の取締役会決議に基づき、平成

26年４月１日をもって、100株を１単元とする単元株制度を採用するとともに、１株を100株に分割する株式分割を行い

ました。これにより、平成26年４月１日をもって、発行可能株式総数は435,000,000株、発行済株式の総数は

134,903,000株となっています。また、単元株制度の採用及び株式分割による、実質的な投資単位の変更はありませ

ん。

 

（子会社の設立）

 当社は、平成26年５月７日に次のとおり子会社を設立しました。

（１）設立の目的

 当社は日本におけるＭＶＮＯ市場が成長期に入ったことを見定め、今後さらに等比級数的に成長することが見込 

まれるＭＶＮＯ市場への対応力を強化するため、当社が展開する事業における受注・出荷・回線開通等のオペレー 

ション業務等を担う新会社を設立しました。

（２）子会社の概要

①名称        クルーシステム株式会社

②本店所在地     東京都港区虎ノ門四丁目１番28号

③代表者       代表取締役社長 片山 美紀

④事業内容      電気通信事業にかかるオペレーション業務の受託

⑤資本金       150百万円

⑥出資比率      当社100％

 

（新株予約権付社債（第三者割当）にかかる新株予約権の全部行使）

 平成19年12月６日取締役会決議により発行した新株予約権付社債（以下、「第１回債」という）及び平成20年５月12

日取締役会決議により発行した新株予約権付社債（以下、「第２回債」といい、第１回債と併せて以下、「本社債」と

総称する）にかかる新株予約権は、平成26年６月６日に全て行使され、本社債は消滅しました。

 この権利行使の概要は次のとおりです。

新株予約権付社債の名称 第1回債 第2回債

新株予約権付社債の発行日 平成19年12月21日 平成20年5月27日

新株予約権付社債の総額 4億円 4億円

新株予約権の行使個数 3,200個 2,000個

新株予約権の行使価額（注） 250円 400円

発行総額 484,176千円 478,013千円

交付株式数 1,936,706株 1,195,033株

 この権利行使により社債が800,000千円、未払利息が162,190千円減少し、資本金及び資本準備金がそれぞれ481,095

千円増加しています。

 また、第２位の大株主（総株主の議決権の数に対する割合8.07％）であったヴォンダーシュミット・ジョイント・ト

ラスト（当社社外取締役であるヴォンダーシュミット氏が保有するジョイント・トラスト）は、この権利行使により、

主要株主（同10.03％）となりました。

 

（注）平成21年７月１日付株式分割（１株を５株に分割）および平成26年４月１日付株式分割（１株を100株に分割）

による調整後の価額です。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）
 

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額 

有形固定資産 

建物 145,992 － － 15,556 130,436 28,229 

車両運搬具 191 － － 38 153 9,650 

工具、器具及び備品 72,899 23,224 21 24,641 71,461 359,987 

移動端末機器 71 － － 71 － － 

リース資産 209,961 5,600 － 73,031 142,530 215,707 

計 429,116 28,824 21 113,338 344,581 613,575 

無形固定資産 

商標権 2,708 － － 487 2,221 － 

特許権 172 － － 156 15 － 

電話加入権 1,345 － － － 1,345 － 

ソフトウェア 552,151 201,939 － 197,214 556,876 － 

ソフトウェア仮勘定 84,792 158,521 149,648 － 93,666 － 

計 641,170 360,460 149,648 197,858 654,124 － 

 （注）１．ソフトウェア及びソフトウェア仮勘定の増加は、主としてデータ通信サービスにかかるソフトウェアの

開発によるものです。

２．ソフトウエア仮勘定の減少は、ソフトウエアへの振替によるものです。

 

【引当金明細表】

（単位：千円）
 

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 14,728 15,720 14,728 15,720

投資損失引当金 － 1,199,173 － 1,199,173

訴訟損失引当金 55,100 21,000 － 76,100

 

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。 

 

（３）【その他】

  ① 訴訟

1 連結財務諸表等 （2）その他 ② 訴訟に記載しています。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎事業年度末日の翌日から３ヶ月以内

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日 

３月31日

１単元の株式数 － （注）

株主名簿管理人

特別口座の口座管理機関
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

同連絡先
〒137-8081 東京都江東区東砂七丁目10番11号

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他

のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL http://www.j-com.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

 （注）平成25年６月25日開催の第17回定時株主総会決議及び平成26年２月４日開催の取締役会決議に基づき、平成26年

４月１日付で１単元の株式の数を100株とする単元株制度を採用しました。

 

 

- 103 -

2014/06/30 21:41:54／13953975_日本通信株式会社_有価証券報告書（通常方式）



第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

（1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書
事業年度（第17期）  （自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）
平成25年６月27日関東財務局長に提出。

（2）内部統制報告書
事業年度（第17期）  （自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）
平成25年６月27日関東財務局長に提出。

（3）第１四半期報告書及び確認書
（第18期第１四半期） （自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日）
平成25年８月13日関東財務局長に提出。

（4）第２四半期報告書及び確認書
（第18期第２四半期） （自 平成25年７月１日 至 平成25年９月30日）
平成25年11月13日関東財務局長に提出。

（5）第３四半期報告書及び確認書

（第18期第３四半期） （自 平成25年10月１日 至 平成25年12月31日）

平成26年２月13日関東財務局長に提出。

（6）臨時報告書
金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく報
告書です。

平成26年６月20日関東財務局長に提出。

（7）臨時報告書
金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づ
く報告書です。
平成26年６月26日関東財務局長に提出。

- 104 -

2014/06/30 21:41:54／13953975_日本通信株式会社_有価証券報告書（通常方式）



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

 

  平成26年６月27日

日本通信株式会社  

 

  取締役会 御中      

 

  東陽監査法人  

 

 
指定社員

業務執行社員
  公認会計士 井上 司   印 

 

 
指定社員

業務執行社員
  公認会計士 神保 正人  印 

 

＜財務諸表監査＞

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本通信株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

 監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

通信株式会社及び連結子会社の平成26年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

 （重要な後発事象）に記載されているとおり、第１回及び第２回新株予約権付社債にかかる新株予約権は平成26年６月

６日に全て行使され、当該社債は消滅した。 

 当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 
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＜内部統制監査＞

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本通信株式会社の平成26年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

 経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

 なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

 内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、日本通信株式会社が平成26年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

（※）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書 

 

  平成26年６月27日

日本通信株式会社  

 

  取締役会 御中      

 

  東陽監査法人  

 

 
指定社員

業務執行社員
  公認会計士 井上 司   印 

 

 
指定社員

業務執行社員
  公認会計士 神保 正人  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本通信株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第18期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本通信

株式会社の平成26年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

 （重要な後発事象）に記載されているとおり、第１回及び第２回新株予約権付社債にかかる新株予約権は平成26年６月

６日に全て行使され、当該社債は消滅した。 

 当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

（※）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成26年６月27日

【会社名】 日本通信株式会社

【英訳名】 Japan Communications Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長   三田 聖二

【最高財務責任者の役職氏名】 代表取締役副社長ＣＦＯ 福田 尚久

【本店の所在の場所】 東京都港区虎ノ門四丁目１番28号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長三田聖二及び代表取締役副社長ＣＦＯ福田尚久は、当社の第18期（自平成25年４月１日 至平

成26年３月31日）の有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しまし

た。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。
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【表紙】
 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年６月27日 

【会社名】 日本通信株式会社 

【英訳名】 Japan Communications Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  三田 聖二 

【最高財務責任者の役職氏名】 代表取締役副社長ＣＦＯ  福田 尚久 

【本店の所在の場所】 東京都港区虎ノ門四丁目１番28号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

代表取締役社長三田聖二及び代表取締役副社長ＣＦＯ福田尚久は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用

に責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に

係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の改訂について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組み

に準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用している。

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理

的な範囲で達成しようとするものである。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性がある。

 

 

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成26年３月31日を基準日として行われており、評価

に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠した。

本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行

った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定している。当該業務プロセスの評価において

は、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該

統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行った。

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社及び連結子会社について、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

の観点から必要な範囲を決定した。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮

して決定しており、当社及び連結子会社１社を対象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセ

スに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定した。なお、連結子会社４社については、金額的及び質的重要性の観点

から僅少であると判断し、全社的な内部統制の評価範囲に含めていない。

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高（連結会社間取引消去

後）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達している１事業拠点を「重

要な事業拠点」とした。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として売上

高、売掛金、棚卸資産、通信サービス繰延利益額、前受収益及びソフトウェアに至る業務プロセスを評価の対象とし

た。さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚偽記載

の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引を行っている事

業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加し

ている。

 

 

３【評価結果に関する事項】

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断した。

 

 

４【付記事項】

 付記すべき事項はありません。

 

 

５【特記事項】

 特記すべき事項はありません。 
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